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２ 会議の開催日時

日 時 主な検討事項

第１回

令和４年１１月 ２日（水）

１４時３０分から

１６時３０分まで

・和光市の協働推進について

・今年度協働推進懇話会テーマについて

（協働指針改定・活動スペース）

第２回

令和４年１２月２６日（月）

１４時００分から

１６時００分まで

・協働指針改定及びアンケート

・スペースについて

第３回

令和５年 ２月２１日（火）

１０時００分から

１２時００分まで

・市民活動アンケート結果

・協働指針改定案

・イベントマップ、会議スペースマップ



３ 懇話会からの提言について(経過報告)

（１）和光市協働指針の一部見直しについて

和光市協働指針は平成１９年に策定され、以降新たな総合振興計画の策定を

受け一部見直しを実施している。今回の改定は令和３年度に策定された第五次

総合振興計画に合わせ、同時に現状を反映させた内容に改定する。

なお、令和３年度に廃止となった「協働事業提案制度」は、市民と市における

協働の足がかりとなり、採択された事業は制度終了後も継続され、現在も所管課

の事業として位置づけられているものも多くある。市民に必要とされる事業を

生み出すきっかけとなるものであり、この制度を通じて、各市民団体が所管課に

対し事業提案をしやすくなるなど、協働の土壌が形成されたことが大きな成果

であった。そこで、協働事業提案制度による成果についても別枠で記載する。次

年度は引き続き改定プロセスを大事にしながら指針の見直しを行う。

（２）市民活動実態調査結果について

令和３年度協働推進懇話会では、委員より『地域におけるハードとしての場所

が必要ではないか』との提言があった。そのため今年度は場所についての話し合

いを行うとともに、実態として活動場所に対する課題について調査をすべく、市

民活動実態調査を行った。従来、市民活動団体を対象とした調査を行うことはあ

ったが、今年度は初の試みとして、市の公式Ｔｗｉｔｔｅｒ及びＬＩＮＥを活用

し、個人向けの市民活動実態調査も実施した。その結果、２８６件の回答があり、

市民活動には参加していないものの、高い興味関心を持っている人が多いこと

が分かった。今後も市民活動団体だけではなく、潜在的な活動団体担い手の発掘

手段として個人向け実態調査も実施していきたい。

（３）交流スペースの活用について

これまでも空き家等を活用した活動拠点の検討が行われてきたが、実際には

建物の確保、拠点運営の継続性を担保することが困難であると思われる。そこで

市庁舎６階市民協働推進センター交流スペースの利便性を高めるための議論を

行った。

上記について次年度も引き続き議論を進めていく。

以上


